
業務規程及び送配電等業務指針
一部変更の概要について

第１号議案及び
報告事項（１）補足資料

電力広域的運営推進機関

第１６回通常総会
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◼ 電気事業法の改正及び国の審議会の議論等に適切に対応するため、業務規程及び送配電等業務
指針を変更する。

1. 本機関の事務局組織に関する規定の変更（業務規程）【スライド４～７】

【供給力確保・管理体制強化のための組織変更】

• 供給計画の取りまとめ（流通設備の整備計画に関する事項を除く。）（※１）や容量市場
の運用管理（※２）等を担う「需給計画部」を事務局に置く旨規定するとともに「計画部」を
「系統計画部」に名称変更。

• 容量市場の運用管理を実施する「容量市場センター」を需給計画部に置く旨規定。

• 新設する「需給計画部」・「容量市場センター」の業務分掌を規定するとともに、「企画部」・「系
統計画部」・「運用部」の業務分掌を変更・整理。

※１ 現状は計画部が所管、※２ 現状は企画部が所管

2. 長期脱炭素電源オークションに関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド８
～1３】

【長期脱炭素電源オークション導入に伴う変更】

• 本機関は、必要供給力を提供する電気供給事業者（容量提供事業者）を募集する容量
オークションの一つとして、長期脱炭素電源オークションを実施する等規定。

• 本機関が長期脱炭素電源オークション約定電源に対して実施するアセスメントについて規定。

業務規程及び送配電等業務指針の変更案のポイント
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3. 広域予備率（翌々日）算出に伴う規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド１
４～１８】

【翌々日における広域予備率算出及び各種計画提出に関する変更】

• 本機関は、翌々日における広域予備率を算出し、公表するとともに一般送配電事業者に通
知する旨規定。

• 電気事業者等は、各種計画の週間計画を更新する形で翌々日計画を提出する旨規定。

4. 調整力の卸電力取引市場供出に伴う規定の変更（送配電等業務指針）【スライド１９～２２】

【三次調整力②の時間前市場への供出に伴う変更】

• 一般送配電事業者等は、１時間前取引により電気を販売する場合、発電販売計画等を提
出しなければならない旨規定。

業務規程及び送配電等業務指針の変更案のポイント
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（以下参考）
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1. 本機関の事務局組織に関する規定の変更（業務規程）【スライド４～７】

• 供給力確保・管理体制強化のための組織変更

2. 長期脱炭素電源オークションに関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド８
～１３】

• 長期脱炭素電源オークション導入に伴う変更

3. 広域予備率（翌々日）算出に伴う規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド１
４～１８】

• 翌々日における広域予備率算出及び各種計画提出に関する変更

4. 調整力の卸電力取引市場供出に伴う規定の変更（送配電等業務指針）【スライド１９～２２】

• 三次調整力②の時間前市場への供出に伴う変更



5１ 本機関の事務局組織に関する規定の変更の背景

この課題により効果的に対応するため、現状それぞれ異なる部署が所管する供給計画のとりまとめ等と
容量市場の運用管理について、１つの部署に統合（部を新設）する。（※２）

一方、2023年４月の電気事業法改正（※１）において本機関の目的に「供給能力の確保の促進」が
明記されるなど、本機関の担う役割として供給力確保・管理が喫緊の課題となっている。

本機関は、電源の広域的な活用に必要な送配電網の整備や全国大で平時・緊急時の需給調整等を
行う実施機関としての役割を担うこととされており、業務規程の定めるところにより、事務局に、事務局長
及び部等を設置するとともに、各部等の業務分掌を定めている。

※２ 総合資源ｴﾈﾙｷﾞｰ調査会 電力・ｶﾞｽ事業分科会 電力・ｶﾞｽ基本政策小委員会 電力広域的運営推進機関検証ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ
（2022年10月4日）において、本機関から説明・了承された。

※１ 安定的なエネルギー需給構造の確立を図るためのエネルギーの使用の合理化等に関する法律等の一部を改正する法律
（令和4年法律第46号）
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［変更内容］

• 供給計画の取りまとめ（流通設備の整備計画に関する事項を除く。）（※１）や容量市場の運用
管理（※２）等を担う「需給計画部」を事務局に置く旨規定するとともに「計画部」を「系統計画部」に
名称変更。

• 容量市場の運用管理を実施する「容量市場センター」を需給計画部に置く旨規定。

• 新設する「需給計画部」・「容量市場センター」の業務分掌を規定するとともに、「企画部」・「系統計
画部」・「運用部」の業務分掌を変更・整理。

【業務規程第１０条】＜変更＞

１ 本機関の事務局組織に関する規定の変更の内容

※１ 現状は計画部が所管
※２ 現状は企画部が所管



7（参考）本機関の組織体制変更に関する国の審議会での検討

第5回 電力広域的運営推進機関検証ワーキンググループ（2022年10月4日）資料4から抜粋・修正
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1. 本機関の事務局組織に関する規定の変更（業務規程）【スライド４～７】

• 供給力確保・管理体制強化のための組織変更

2. 長期脱炭素電源オークションに関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド８
～１３】

• 長期脱炭素電源オークション導入に伴う変更

3. 広域予備率（翌々日）算出に伴う規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド１
４～１８】

• 翌々日における広域予備率算出及び各種計画提出に関する変更

4. 調整力の卸電力取引市場供出に伴う規定の変更（送配電等業務指針）【スライド１９～２２】

• 三次調整力②の時間前市場への供出に伴う変更



9２ 長期脱炭素電源オークションに関する規定の変更の背景

これに対応するため、長期脱炭素電源オークションに関するルールを整備する。

脱炭素化の中での安定供給の実現に向けて、脱炭素電源への新規投資を一層促進するべく、脱炭素
電源への新規投資を対象とした入札制度（長期脱炭素電源オークション）が、容量市場の一部として
2023年度から導入されることとなり、また、現行容量市場の運営主体である本機関が、本制度におけ
る運営主体となることが国の審議会で整理された（※）。

第６次エネルギー基本計画で示されたとおり、供給力の低下に伴う安定供給へのリスクが顕在化してい
る一方で、２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けて、電力部門の脱炭素化に向けた取組の一
層の加速化が求められているところ。

※ 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会
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［変更内容］

• 本機関は、必要供給力を提供する電気供給事業者（容量提供事業者）を募集する容量オーク
ションの一つとして、長期脱炭素電源オークションを実施する等規定。

• 本機関が長期脱炭素電源オークション約定電源に対して実施するアセスメント（※１）について規定。

• また、業務規程及び送配電等業務指針の記載の整理（※２）を実施 。

※１ 容量提供事業者に対して求める要件の達成有無を確認する方法。

※２ 送配電等業務指針から業務規程への規定の移設や、2020年5月に資源エネルギー庁により策定された「容量市場における入札ガイドライン」に記載

されて以降、不要となっている容量オークションの参加条件・電源等区分に関する規定の送配電等業務指針からの削除等。

【業務規程第３２条の２、第３２条の６、第３２条の１９～第３２条の２３、
第３２条の３４、第３２条の４１】＜変更＞

【業務規程第３２条の２３の２】＜新設＞

【業務規程附則（令和２年３月３０日）第７条】＜変更＞

【送配電等業務指針第１５条の９、第１５条の１０、第１５条の１２、第１５条の１７、
第１５条の１８、第１５条の１９】＜変更＞

【送配電等業務指針第１５条の１０の２】＜新設＞

【送配電等業務指針第１５条の４】＜削除＞

２ 長期脱炭素電源オークションに関する規定の変更の内容

＊下線付きの条文は、変更の内容が
「記載の整理」のみの条文



11（参考）長期脱炭素電源オークションの概要①

第67回制度検討作業部会（2022年6月22日）資料5から抜粋・修正



12（参考）長期脱炭素電源オークションの概要②

第70回制度検討作業部会（2022年10月3日）資料5から抜粋



13（参考）長期脱炭素電源オークションの概要③

第46回容量市場の在り方等に関する検討会（2023年4月21日）資料4から抜粋
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1. 本機関の事務局組織に関する規定の変更（業務規程）【スライド４～７】

• 供給力確保・管理体制強化のための組織変更

2. 長期脱炭素電源オークションに関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド８
～１３】

• 長期脱炭素電源オークション導入に伴う変更

3. 広域予備率（翌々日）算出に伴う規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド１
４～１８】

• 翌々日における広域予備率算出及び各種計画提出に関する変更

4. 調整力の卸電力取引市場供出に伴う規定の変更（送配電等業務指針）【スライド１９～２２】

• 三次調整力②の時間前市場への供出に伴う変更



15３ 広域予備率（翌々日）算出に伴う規定の変更の背景

これに対応するため、翌々日における広域予備率算出及び各種計画提出に関するルールを整備する。

本機関は、需給状況の監視のため、電気事業者等に対して提出を求めている週間計画や翌日計画
等の各種計画（需要計画、発電計画、調整電力計画等）に基づき、広域予備率を算出等している。

容量市場の実需給が開始される2024年度から、需給注意報発出を検討するため、翌々日断面にお
ける広域予備率を算出することが本機関の委員会（※１）において整理された。

※１ 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会
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［変更内容］

• 本機関は、翌々日における広域予備率を算出し、公表するとともに一般送配電事業者に通知する
旨規定。

• 電気事業者等は、各種計画の週間計画を更新する形で翌々日計画（※）を提出する旨規定。

• 上記の規定は、「令和６年４月１日」又は「経済産業大臣の認可を受けた日」のいずれか遅い日
から施行する旨規定。

【業務規程第１０８条】＜変更＞

【送配電等業務指針第１３８条～第１４１条】＜変更＞

３ 広域予備率（翌々日）算出に伴う規定の変更の内容

※ 週間計画を更新する形とし、本機関が指定する2点の時刻の需要電力等の計画値を指す。（なお、需給ひっ迫に関する情
報発信の重要性が高まってきていることを踏まえ、将来的には翌々日計画を翌日計画等と同様48点とする方向で検討を進め
ている。）



17（参考）翌々日計画の導入について

第48回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2020年2月18日）資料2-1から抜粋



18（参考）翌々日計画の実施方法について

第80回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022年12月26日）資料4から抜粋
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1. 本機関の事務局組織に関する規定の変更（業務規程）【スライド４～７】

• 供給力確保・管理体制強化のための組織変更

2. 長期脱炭素電源オークションに関する規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド８
～１３】

• 長期脱炭素電源オークション導入に伴う変更

3. 広域予備率（翌々日）算出に伴う規定の変更（業務規程、送配電等業務指針）【スライド１
４～１８】

• 翌々日における広域予備率算出及び各種計画提出に関する変更

4. 調整力の卸電力取引市場供出に伴う規定の変更（送配電等業務指針）【スライド１９～２２】

• 三次調整力②の時間前市場への供出に伴う変更



20４ 調整力の卸電力取引市場供出に伴う規定の変更の背景

時間前市場において売り約定した場合、一般送配電事業者は発電・販売計画を本機関に提出する
必要があるためルールを整備する。

現在、一般送配電事業者は再エネ予測の下振れ対応するため、需給調整市場から三次調整力②を
調達している。この三次調整力②は前日段階での再エネ予測誤差に対応する調整力であり、常に調達
量全量を使用するわけではない。

電源の有効活用及び社会コスト低減の観点から実需給が近づき余剰となることが明らかになった三次
調整力②を卸電力取引所の時間前市場へ供出すること及び電圧・周波数の維持を担う一般送配電
事業者が入札主体となることが国の審議会（※）において提案された。

※ 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会
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［変更内容］

• 一般送配電事業者等は、１時間前取引により電気を販売する場合、発電販売計画等を提出しな
ければならない旨規定。

【送配電等業務指針第１３９条】＜変更＞

４ 調整力の卸電力取引市場供出に伴う規定の変更の内容



22（参考）三次調整力②の時間前市場への供出に関する国の審議会での検討

第69回制度検討作業部会（2022年8月26日）資料４から抜粋


